
東成瀬村地域経済活性化事業補助金交付要綱 

令和８年７月１日 

告示第５９号 

（目的） 

第１条 この要綱は、東成瀬村における創業、事業継承、経営革新及び販路開拓等の取組を支援することによ

り、地域経済の活性化及び雇用の創出を図ることを目的とした事業に対して補助金を交付することについ

て、東成瀬村補助金等の適正化に関する規則（平成２８年東成瀬村規則第１号。以下「規則」という。) に

定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（補助対象者） 

第２条 補助金の交付を申請しようとする者（以下「補助事業者」という。）は、次の各号のいずれにも該当す

る者とする。 

（１）村内に事業所を有する者又は補助事業実施までに設置予定の者 

（２）村税等の滞納がない者 

（３）東成瀬村商工会へ加入又はすでに加入し継続する意思のある者 

（補助対象業種） 

第３条 補助事業者は、次の各号のいずれにも該当する業種とする。 

（１）農業、林業、金融保険業（保険媒介代理業及び保険サービス業を除く）、医療、福祉の医療業のうち病

院、一般診療所、歯科診療所、風俗営業・性風俗特殊営業、宗教、政治・経済・文化団体等の業種でない

こと。ただし、農業者でも農産物の加工品を製造販売する場合、又は農業者等がそれ以外の業種で事業を

行う場合は認めるものとする。 

（２）大企業等のフランチャイズに加盟していないこと。 

（事前相談及び審査） 

第４条 補助事業者は、あらかじめ東成瀬村商工会において事業計画に関する相談を行い、審査を受けなけれ

ばならない。 

（補助対象事業及び内容） 

第５条 補助対象事業は次の各号のいずれかに該当し、かつ新規性、発展性又は生産性向上が認められるもの

とする。 

（１）創業支援事業 

新たに事業を開始する取組 

（２）経営革新事業 

新商品開発・新サービスの提供、生産性向上のためのＤＸ導入等 

（３）販路開拓事業 

展示会・商談会への出展又は新商品の市場動向の調査等 

（４）インバウンド対策等支援事業 

インバウンド誘客促進に向けた、受入れ環境の整備やＤＸ導入等 

（補助金の額等） 

第 6 条 補助対象経費、補助率は、別表のとおりとする。ただし、算出された交付額に千円未満の端数が生じ

た場合はその端数を切り捨てるものとする。 

（補助金の交付申請） 

第７条 補助金の交付を受けようとする者は、規則に規定する書類に第４条に定める相談・審査を行ったこと

を証する書類を添えて村長に提出しなければならない。 

２ 同一年度内において第５条に定める第１号及び第２号の事業を併せて申請することはできないものとす



る。 

３ 同一年度につき１回限りの申請とする。ただし、第５条に定める第３号の事業に関しては、その限りでは

ない。 

（補助金の交付） 

第８条 補助金は原則として事業完了後に交付するものとする。ただし、村長が補助事業遂行上必要と認める

ときは、概算払により交付することができるものとする。 

（実績報告） 

第９条 補助事業者は、事業完了後速やかに規則第１１条に定める補助事業等実績報告書に備品管理台帳（様

式第１号）を添えて村長に提出しなければならない。 

 （実施状況報告） 

第１０条 補助事業者は、実施年度を含めて３年間は当該年度の翌年度の５月末日までに、補助事業の実施状

況について、事業実施状況報告書（様式第２号）を提出しなければならない。 

（事業実施期間） 

第１１条 事業実施期間は、該当年度４月１日から翌年３月３１日までとする。 

（補助金の交付条件等） 

第１２条 補助金の交付をするにあたっては、次の各号に掲げる条件を付するものとする。なお、条件に違反

した場合には、この補助金の交付決定を取り消し、既に交付した補助金の全額又は一部の返還を請求するも

のとする。 

（１）補助事業を中止し、又は廃止する場合は、規則第１０条に定める補助事業等計画変更（中止・廃止）

承認申請書をもって、村長の承認を受けなければならない。 

（２）本補助事業で取得し、又は効用の増加した価格が１０万円以上の機械及び器具については、減価償却

資産の耐用年数を経過するまで、村長の承認を受けないで、この補助事業の目的に反して使用し、譲渡

し、交換し、貸付け、担保に供し、廃棄してはならない。 

（３）村長の承認を受けて財産を処分することにより収入があった場合には、その収入の一部を村に納付さ

せることがある。 

（その他） 

第１３条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は村長が別に定める。 

    附 則 

この告示は、公示の日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表（第６条関係） 

事業名 事業内容 補助対象経費 

（区分・経費の内容） 

補助率 補助限度額 

創業支援事業 新規事業立ち上げ及び

店舗開設、新商品開発 

左欄に掲げる事業に要する経費のう

ち、次に掲げる経費とする。 

１設備費（店舗工事費、事業に要す

る機械等設備費、看板設置工事費） 

【対象外経費】 

不動産取得費 

 

２機械器具費（レジスター、ショー

ケースなどの備品類、業務用冷凍・

冷蔵庫などの厨房機器） 

※リース料は、交付決定日以後に発

生し、支払を完了した分が対象 

【対象外経費】 

中古機器の購入 

 

３委託料（外注加工費、パッケー

ジ・ラベル等のデザイン費等） 

４旅費（専門家等の旅費） 

※東成瀬村職員の旅費に関する規則

（平成１４年規則第３号）の定める

ところによる。 

５報償費（専門家等への謝金） 

 

上記に掲げるもののほか、村長が必

要かつ適当と認める経費 

１／２ ５０万円 

経営革新事業 個人又は事業所による

新商品開発・新サービ

スの提供又は生産性向

上のためのＤＸ導入等 

左欄に掲げる事業に要する経費のう

ち、次に掲げる経費とする。 

１設備費（店舗工事費、事業に要す

る機械等設備費、看板設置工事費） 

【対象外経費】 

不動産取得費 

 

２機械器具費（レジスター、ショー

ケースなどの備品類、業務用冷凍・

冷蔵庫などの厨房機器） 

※リース料は、交付決定日以後に発

生し、支払を完了した分が対象 

【対象外経費】 

１／２ ５０万円 



中古機器の購入 

 

３委託料（外注加工費、パッケー

ジ・ラベル等のデザイン費等） 

４旅費（専門家等の旅費） 

※東成瀬村職員の旅費に関する規則

の定めるところによる。 

５報償費（専門家等への謝金） 

 

上記に掲げるもののほか、村長が必

要かつ適当と認める経費 

販路開拓事業 展示会・商談会への出

展又は新商品の市場動

向等の調査等 

左欄に掲げる事業に要する経費のう

ち、次に掲げる経費とする。 

１役務費（広告宣伝に係るウェブサ

イト作成、チラシ・パンフレット作

成配布等、展示会・商談会出展費

等） 

【対象外経費】 

・本補助金の交付を受けて出展した

展示会、商談会への再出展費用 

・特定の取引先又は少数の取引先と

の商談に係る費用 

 

２旅費（商談会等に要する旅費、専

門家等の旅費） 

※東成瀬村職員の旅費に関する規則

の定めるところによる。 

３報償費（専門家等への謝金） 

 

上記に掲げるもののほか、村長が必

要かつ適当と認める経費 

１／３ ２０万円 

インバウンド

対策等支援事

業 

インバウンド誘客促進

に向けた、受入れ環境

の整備やＤＸ導入等 

左欄に掲げる事業に要する経費のう

ち、次に掲げる経費とする。 

１設備費（無線 LAN 設備整備工事

費、事業に要する機械等設備費、電

子決済システムの導入費、看板設置

工事費） 

２委託料（ホームページやチラシ・

パンフレット、案内看板の多言語

化、筆耕・翻訳費等） 

３役務費（広告宣伝に係るウェブサ

１／２ ２５万円 



イト作成、チラシ・パンフレット作

成配布等、展示会・商談会出展費

等） 

４旅費（商談会等に要する旅費、専

門家等の旅費） 

※東成瀬村職員の旅費に関する規則

の定めるところによる。 

５報償費（専門家等への謝金） 

 

【対象外経費】  

既存の設備及び既に多言語化を行っ

た広告媒体（ホームページやパンフ

レット、看板等）等の更新に係る経

費 

 

上記に掲げるもののほか、村長が必

要かつ適当と認める経費 

上記に掲げる経費以外の経費は、原則補助対象外とする。 

【対象外経費】 

・通信運搬費（電話代、切手代、インターネット利用料等）、光熱水費 

・ＱＵＯカード、商品券等の金券 

・事務用品、衣類等の消耗品に類する費用、雑誌購読料、新聞代、書籍代 

・団体等の会費 

・飲食、奢侈、遊興、娯楽、接待等の費用 

・自動車等車輌の修理費用、車検費用 

・機械器具類の修理費用 

・税務申告、決算書作成等のために税理士、公認会計士等に支払う費用及び訴訟等のための弁護士費用 

・公租公課（消費税及び地方消費税等）、各種保険料 

・振込手数料 

・借入金などの支払い利息及び遅延損害金 など 

 


